
令和 3 年 3 月

令和 3 年度 令和 12 年度

１．事業概要

（１）

① 施　設

② 使　用　料

2,484 円 2,738 円

2,484 円 2,855 円

2,530 円 2,787 円

そ の 他 の 使 用 料 体 系 の
概 要 ・ 考 え 方

　該当なし

～計 画 期 間 ：

処 理 区 域 内 人 口 密 度

処 理 場 数

*1　「広域化」とは、一部事務組合による事業実施等の他の自治体との事業統合、流域下水道への接続を指す。
　　 「共同化」とは、複数の自治体で共同して使用する施設の建設（定住自立圏構想や連携中枢都市圏に基づくものを含む）、広域化・共同化を推進するための計画に基づき実施
する施設の整備（総務副大臣通知）、事務の一部を共同して管理・執行する場合（料金徴収等の事務の一部を一部事務組合によって実施する場合等）を指す。
　　 「最適化」とは、①他の事業との統廃合、②公共下水・集排、浄化槽等の各種処理施設の中から、地理的・社会的条件に応じて最適なものを選択すること（処理区の統廃合を含
む。）、③施設の統廃合（処理区の統廃合を伴わない。）を指す。

条 例 上 の 使 用 料 *2
（ ２ ０ ㎥ あ た り ）

※ 過 去 ３ 年 度 分 を 記 載

平成29年度
実 質 的 な 使 用 料 *3
（ ２ ０ ㎥ あ た り ）

※ 過 去 ３ 年 度 分 を 記 載

平成29年度

流 域 下 水 道 等 へ の
接 続 の 有 無

43.8人/ha

　処理場は所有していない。

無

処 理 区 数
　現在処理区域は1処理区。当該事業は、公共下水道処理区のみで構成されていたが、令和3年3月に吉野地
区の農業集落排水事業を統合。終末処理は、五領川公共下水道事務組合の運営する処理場に接続しており
今後もこの形態を継続の予定。

広域化・共同化・最適化
実施状況*1

　旧松岡町のうち御陵地区について、昭和58年度から五領川公共下水道事務組合が供用開始しており、松岡
地区はその後、平成7年度に下水道事業を供用開始し今に至る。当該組合は、隣接する坂井市（当時は丸岡
町）とで構成しており、今後も共同での終末処理を継続する予定となっている。

*2　条例上の使用料とは、一般家庭における２０㎥あたりの使用料をいう。

*3　実質的な使用料とは、料金収入の合計を有収水量の合計で除した値に２０㎥を乗じたもの（家庭用のみでなく業務用を含む）をいう。

平成30年度 平成30年度

令和元年度 令和元年度

一般家庭用使用料体系の
概 要 ・ 考 え 方

　①基本料金　10㎥まで　1,210円　　　　 ④超過料金　51～100㎥　165円/㎥
　②超過料金　11～30㎥　132円/㎥　　　⑤超過料金　101～1,000㎥　187円/㎥
　③超過料金　31～50㎥　143円/㎥　　　⑥超過料金　1,001㎥～　203.5円/㎥

業 務 用 使 用 料 体 系 の
概 要 ・ 考 え 方

　公衆浴場　①基本料金　10㎥まで　1,210円
                  ②超過料金　11㎥～　60.5円/㎥

別添２－1

法適（全部適用・一部適用）
非 適 の 区 分

非適
（令和6年4月一部適用予定）

永平寺町公共下水道事業経営戦略

平成6年度
（26年）

永平寺町

公共下水道事業

事業の現況

供 用 開 始 年 度
（ 供 用 開 始 後 年 数 ）

団 体 名 ：

事 業 名 ：

策 定 日 ：



③ 組　織

（２） 民 間 活 力 の 活 用 等

（３） 経営比較分析表を活用した現状分析

２．将来の事業環境

（１）

（２）

※直近の経営比較分析表（「公営企業に係る「経営比較分析表」の策定及び公表について）（公営企業三課室長通知）」による経営比較分析表）を添付すること。

　経営比較分析表については、別添のとおり。

職 員 数
　永平寺町上下水道課　職員数　10名（一般職7名、会計年度職3名）
　※令和2年度3月時点

　平成26年度4月に上水道課と下水道課を統合し、現在の上下水道課を発足した。それまで上水道課6名、下
水道課5名の職員がそれぞれ所属していたが、平成26年度以降増減を経て現状は上記人数となっている。

　該当なし

　該当なし

資 産 活 用 の 状 況

 ア　民間委託
　　　（包括的民間委託を含む）

 ア　エネルギー利用
　　　（下水熱・下水汚泥・発電等）　*4

 イ　土地・施設等利用
　　　（未利用土地・施設の活用等）　*5

*4　「エネルギー利用」とは、下水汚泥･下水熱等、下水道事業の実施に伴い生じる資源(資産を含む)を用いた収入増につながる取組を指す。
*5　「土地・施設等利用」とは、土地･建物等、下水道事業の実施に不可欠な資産を用いた、収入増につながる取組を指す（単純な売却は除く）。

処理区域内人口の予測

　本町人口ビジョンに基づき、令和2年度時点で1.34である合計特殊出生率を令和12年度時点では1.57に上昇させる。また、20歳代の転出超
過を半減させることで、10年後の人口減少を町全体でおよそ7.3％程度減（令和2年度と比較して）に留めることとしている。
　上記のとおり、令和2年度中の農業集落排水事業区域（吉野地区）統合を見込んだうえで、過去5年間における地区ごとの人口推移を加味
し、公共下水道事業区域である松岡地区の処理区域内人口は令和12年度時点で7,840人とし、令和2年度と比較してもおよそ8％増加するも
のと見込んでいる。

有収水量の予測

　当該年度の水量を求めるにあたり、有収水量を基本水量および超過水量に区分したうえで、基本水量及び超過水量（20㎥まで）は世帯数の
増減に伴い加減し、超過水量（21㎥以上）は処理区域内人口の増減に伴い加減した。具体的には、人口・世帯数とも5年ごとに増減率を求
め、その5年間に適用される増減率を該当年度の当該水量に乗じて求めている。
　その結果、基本水量は今後10年間でおよそ12.2％増加し、超過水量もおよそ6.0％増加するものと見込んでいる。松岡吉野処理区統合の影
響もあり、下水道関連事業の中では最も大きい増加を見込んでいる。

事 業 運 営 組 織

 ウ　ＰＰＰ・ＰＦＩ

　該当なし

　該当なし

 イ　指定管理者制度

　汚水中継ポンプ場及びマンホールポンプ場等当該事業に係る施設に
ついて、定期点検、清掃、異常時対応、簡易修繕等維持管理を民間へ
の委託としている。

民 間 活 用 の 状 況



（３）

（４）

（５）

３．経営の基本方針

　現在、人口減少・節水等による使用料収入の減少、施設の老朽化、執行体制の脆弱化、大規模地震等災害リスクの増大等、最も重要な社
会基盤の一つである下水道事業を取り巻く環境は厳しい状態にある。かねて、「インフラ」＝「モノ」を中心とした視点から維持管理・更新を捉
えてきた面は否定できないが、今後は「カネ」、「ヒト」も事業を構成する重要な要素として含め、これら3つの視点で一体的に捉え最適化してい
くアセットマネジメントを確立する必要がある。なお、現状を分析した3つの要素は以下のとおり。

　1.事業概要_（1）事業の現況_③組織の職員数及び事業運営組織にも記載したとおり、現状10名の職員により業務を遂行している。
今後の見通しとしては、当該事業と並行して特定環境保全公共下水道事業における処理施設の大規模な改修を進めていく予定のため増員
が必要と考えている。

使用料収入の見通し

　使用料収入は、上記で求めた有収水量を使用し加減している。具体的には、該当年度の直近5年間の使用料を同期間の有収水量で除し
て、該当年度の有収水量に乗じて求めたうえで、現在の料金収入では今後の施設維持管理を継続できない（一般会計への負担が大きい）と
判断し、令和7年度に料金改定を実施し経営基盤の強化を図る計画とした。

施設の見通し

　本処理区における管路施設は、最も供用開始が古い施設で25年経過しており、標準耐用年数である50年を超過するものは存在しないが、
積極的に点検・調査を行ったうえで改修を進めていく。本計画期間では、令和8年度から管路調査を実施し、その結果で管路の老朽化が確認
できた場合、同管路を更生工事により改修する見込みとしている。
　また、汚水中継ポンプ場においては、電気設備（ポンプ等の負荷による順序整理を行う制御装置）の老朽化が著しいため、令和7年度から翌
年度にかけて大規模な修繕もしくは更新を実施、併せて、五領川公共下水道事務組合に圧送するためのポンプを1台追加し、有事の際の冗
長化を図る計画としている。

組織の見通し

施設管理【モノ】

②事業別類型区分〔公共、特環等の4区分〕

③供用開始後年数別区分〔事業進捗度としての4区分〕

④処理区域内人口別区分〔経営規模としての7区分〕

比較区分 ﾁｪｯｸ

①行政人口別等規模区分〔下水道における8区分〕 ✓

下水道処理人口普及率 [%] 75.9 76.7

雨水整備の進捗率 [%] 42.0 30.9

⑤有収水量密度別区分〔地域的条件分類の4区分〕

⑥会計方式〔法適用/非適用〕

重　要　指　標 永平寺町 他団体平均

管渠100km当たり陥没箇所数 [箇所/100km] 0.0 1.0

重要な幹線等の耐震化の状況(全体)(ﾊｰﾄﾞ対策) [%] 0.0 0.0

施設の老朽化率(管渠) [%] 0.0 6.5

管渠調査率 [%] 0.0 1.5

強み 雨水整備率が高く、浸水対策が進んでいるといえる。

弱み
(課題)

法定耐用年数を超えた管渠がなく、それに伴い調査が実施されていない。道路陥没等の重大な事象も今のところ発生していないが、予防保
全の観点から管渠調査が必要である。

処理工程ごとの電力使用量原単位(処理水量当たり) [kWh/m3] 0.6 1.7

施設利用率(日平均) [%] 50.7 72.6
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経営管理【カネ】

③供用開始後年数別区分〔事業進捗度としての4区分〕

④処理区域内人口別区分〔経営規模としての7区分〕

⑤有収水量密度別区分〔地域的条件分類の4区分〕

比較区分 ﾁｪｯｸ

①行政人口別等規模区分〔下水道における8区分〕 ✓

②事業別類型区分〔公共、特環等の4区分〕

⑥会計方式〔法適用/非適用〕

重　要　指　標 永平寺町 他団体平均

一般家庭用使用料(1ヶ月20m3あたり) [円/月] 2,484 2,300

汚水処理原価(維持管理費) [円/m3] 163 71

汚水処理原価(資本費) [円/m3] 200 69

使用料単価 [円/m3] 137 139

汚水処理原価 [円/m3] 363 140

水洗化率 [%] 93.8 97.0

強み 特に強みとなる点はないが、使用料単価、債務償還年数、水洗化率はほぼ他団体平均に近い。

経費回収率 [%] 84 99

債務償還年数 [年] 10 11

弱み
(課題)

汚水処理に係る経費が高く、経営の採算性を高めるために使用量単価を上げざるを得ない状況にある。
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４．投資・財政計画（収支計画）

（１）

※ 赤字がある場合には（３）において、その解消方法が示されていることが必要

① 収支計画のうち投資についての説明

②　収支計画のうち財源についての説明

③　収支計画のうち投資以外の経費についての説明

　本計画期間の前期である令和3年度から令和7年度にかけては、特に大きな改修を計画していない。それは、特定環境保全公共下水道事
業処理区のように不明水の流入量がそれほど多くなく、令和元年度時点での有収水率も93.5％と老朽化が著しく表れていないためである。ま
た、本処理区は終末処理を五領川公共下水道事務組合に委託しており、処理場自体の長寿命化を計画する必要がないことも一因である。
　しかし、処理場へ繋ぐ汚水中継ポンプ場における電気設備は、これまで抜本的な改修を実施しておらず、近年の降雨量に伴い不明水の増
加も若干ながら見受けられることから、令和7年度から令和8年度にかけてシーケンサー更新及び圧送用の予備ポンプを増設する見込みであ
る。また、3.基本方針でも記載のとおり、これまで管路調査を実施していなかった点や資産の予防保全という概念が全国に普及している点を
鑑みると、幹線を中心として現状の把握に努めなければならない。そこで、令和7年度以降で管路調査を実施し、損傷個所が判明した場合に
は管路更生工事による改修を進めていく。
　上記を合わせた本計画期間中の建設改良費総額は351百万円であり、単年度あたりの建設改良費平均額はおよそ35百万円を見込んでい
る。

（２）投資・財政計画（収支計画）の策定に当たっての説明

投資・財政計画（収支計画） ： 別　紙　の　と　お　り

　収益的収入として、使用料は基本水量および超過水量に区分したうえで、基本水量及び超過水量（20㎥まで）は世帯数の増減に伴い加減
し、超過水量（21㎥以上）は処理区域内人口の増減に伴い加減したうえで、過去のデータを参照した単価を乗じて求めている。また、他会計繰
入金は、今後の起債償還額に沿って利息相当額を計算したうえで赤字補填となる基準外繰入金を加えて求めている。その結果、本計画期間
中の収益的収支における総収益額は1,507百万円となった。
　資本的収入として、令和8年度から令和10年度にかけての大規模な改修事業はいずれも社会資本整備総合交付金事業によるものと想定し
ており、想定事業費の半額を国庫補助金として見込んでいる。また、残りの事業費には公営企業債を充当するものとし、法定耐用年数に応じ
て償還年数を設定、後年度の償還金額を算定し、その同額を一般会計からの繰入金として見込んでいる。その結果、本計画期間中の資本的
収支における総額は1,164百万円となった。

　民間活力の活用について、汚水中継ポンプ場の施設運営及び維持管理は、包括的民間委託（①施設運営、②維持管理、③簡易修繕）を採
用しており、終末処理も本町に隣接する五領川公共下水道事務組合に処理委託している。これら外部への委託は、今後も継続する予定であ
り、なかでも五領川公共下水道事務組合とは近年叫ばれている事業体同士の共同取組みも併せて実施している。施設維持管理等や建設改
良に係る補助事業手続きでそのノウハウを享受してもらい、専門的な職員不在のなか知識の継承の一助となるよう取組みを進めているところ
である。動力費は、それ自体の見込みを立てておらず、委託料の中に含まれる施設関連経費として若干の増加を見込んでいる。修繕費は、
本計画で想定している汚水中継ポンプ場の長寿命化工事や管路調査の進捗に伴い、現状より少額になると見込んでいる。

　以上の分析も踏まえ、当該計画期間中の基本方針を以下のとおり定める。
1　経費回収率が低い水準であることから使用料単価を上げることで経営の採算性を高める。（※定期的な使用料単価の見直しは、国庫補助
事業の採択要件になっている。）
2　管路施設における老朽化率が高く、また管路調査率が低いことから、予防保全として状況調査を実施したうえで改修を進める。
3　令和5年度末までに法適化を進め、固定資産情報の整備と更新に努める。

執行体制【ヒト】

施設管理【モノ】」同様に、経年劣化に起因する道路陥没等の不具合を未然に防止するために、予防保全を実施することが必要である。

維持管理費民間委託比率は他団体より高く、民間委託が進んでいるといえる。

弱み
(課題)

強み

⑤有収水量密度別区分〔地域的条件分類の4区分〕

⑥会計方式〔法適用/非適用〕

375,351 359,372

維持管理民間委託比率(内訳)

職員1人あたりの有収水量

67.480.5
[m3/人]

[%]

重　要　指　標 永平寺町 他団体平均

0

0 24

職員1人あたりの処理水量

職員1人あたりの管渠改築延長

比較区分 ﾁｪｯｸ

①行政人口別等規模区分〔下水道における8区分〕 ✓

②事業別類型区分〔公共、特環等の4区分〕

③供用開始後年数別区分〔事業進捗度としての4区分〕

職員1人あたりの管渠調査延長

453,786407,149

222

[m/人]

[m3/人]

[m/人]

④処理区域内人口別区分〔経営規模としての7区分〕
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職員1人あたりの有
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平均との比率



（３）投資・財政計画（収支計画）に未反映の取組や今後検討予定の取組の概要

①　今後の投資についての考え方・検討状況
*　処理区ごとに考え方が異なる場合は、処理区ごとに記載すること

②　今後の財源についての考え方・検討状況

③　投資以外の経費についての考え方・検討状況

５． 経営戦略の事後検証、改定等に関する事項

　該当なし

　国が目安としている使用料水準150円/㎥に対して本町（公共下水道事業）の使用料単
価は139円/㎥であることから、この差分を将来的に解消することを目標とする。

使用料の見直しに関する事項

　近年、頻発する災害対応として、施設等の耐震化・耐水化の必要性が高くなっているこ
とから、施設等改修の際には予め改築・修繕計画策定時に検討したうえで最適規模の取
組みを行う。

　該当なし

　当該計画期間中の企業債償還金は、現状に比して低い水準にあるものの、老朽化資産
改修を当該計画期間以降も継続する可能性が高いことから、将来的には資本費平準化
債を活用し、投資額の平準化を行う。

　隣接する五領川公共下水道事務組合に終末処理を委託しており、坂井市との広域一部
事務組合を形成している。また、令和2年度から本町の施設長寿命化のためのストックマ
ネジメント計画策定に伴う補助事業の事務手続き等で組合から助言を得ている。

広域化・共同化・最適化に関する事項

その他の取組

民間活力の活用に関する事項
（PPP/PFIなど）

投資の平準化に関する事項

 （１）において、純損益（法適用）又は実質収支（法非適用）が計画期間の最終年度で黒字とならず、赤字が発生している場合には、赤字の解
消に向けた取組の方向性、検討体制・スケジュールや必要に応じて経費回収率等の指標に係る目標値を記載すること。

*　（１）において黒字の場合においても、投資・財政計画（収支計画）に反映することができなかった検討中の取組や今後検討予定の取組について、その
内容等を記載すること。

民間活力の活用に関する事項
（包括的民間委託等の民間委託、指定管理者制

度、PPP/PFIなど）
　該当なし

資産活用による収入増加
の取組について

その他の取組 　該当なし

経 営 戦 略 の 事 後 検 証 、
改 定 等 に 関 す る 事 項

　今回策定した経営戦略は、計画期間を10年とした中長期計画である。今後、本計画で想定してい
ない事象が発生した時、社会情勢の変化、施設の老朽化など本町を取り巻く環境に大きな変化が訪
れ、本計画にも影響を及ぼすと判断した場合には計画期間内であっても本計画を見直す。

職員給与費に関する事項 　直近5年間における給与改定率を参考とし、毎年度0.2％の増加を見込んでいる。

動力費に関する事項
　2019年における消費者物価指数（総合）の対前年比を参考とし、毎年度0.5％の増加を
見込んでいる。

修繕費に関する事項 〃

委託費に関する事項 〃

その他の取組 〃

薬品費に関する事項 〃



様式第2号（法非適用企業） 投資・財政計画
（収支計画）

（単位：千円，％）
年　　　　　　度

区 分

1 (A) 161,409 158,512 157,881 155,406 146,192 159,276 186,158 155,447 149,501 146,097 144,852 148,547 149,034 142,381 143,425 141,116

（１） (B) 100,238 100,733 103,527 105,554 101,499 104,040 110,902 111,302 111,994 111,824 125,260 125,323 125,387 125,451 125,516 125,583

ア 99,288 100,702 102,774 105,449 101,446 104,040 110,902 111,302 111,994 111,824 125,260 125,323 125,387 125,451 125,516 125,583

イ (C)

ウ 950 31 753 105 53

（２） 61,171 57,779 54,354 49,852 44,693 55,236 75,256 44,145 37,507 34,273 19,592 23,224 23,647 16,930 17,909 15,533

ア 61,164 54,013 54,128 49,849 44,385 55,236 75,256 44,145 37,507 34,273 19,592 23,224 23,647 16,930 17,909 15,533

イ 7 3,766 226 3 308

２ (D) 154,250 148,960 156,194 143,937 142,069 138,248 190,797 149,961 143,978 140,536 136,179 136,297 135,343 135,071 137,677 135,331

（１） 103,395 105,908 118,649 106,900 108,315 108,650 162,401 125,631 123,899 124,112 122,683 123,803 123,817 124,034 126,961 125,162

ア 5,471 8,581 6,541 5,976 7,929 5,840 5,852 5,864 5,876 5,888 5,900 5,912 5,924 5,936 5,948 5,960

イ 97,924 97,327 112,108 100,924 100,386 102,810 156,549 119,767 118,023 118,224 116,783 117,891 117,893 118,098 121,013 119,202

（２） 50,855 43,052 37,545 37,037 33,754 29,598 28,396 24,330 20,079 16,424 13,496 12,494 11,526 11,037 10,716 10,169

ア 40,296 37,071 33,737 30,293 26,733 23,052 21,683 17,174 12,897 9,197 6,280 4,411 3,439 2,946 2,621 2,070

イ 10,559 5,981 3,808 6,744 7,021 6,546 6,713 7,156 7,182 7,227 7,216 8,083 8,087 8,091 8,095 8,099

３ (E) 7,159 9,552 1,687 11,469 4,123 21,028 △ 4,639 5,486 5,523 5,561 8,673 12,250 13,691 7,310 5,748 5,785

1 (F) 119,804 102,785 123,090 120,744 125,818 130,616 160,907 148,788 136,221 119,418 91,171 137,285 152,614 140,357 42,821 34,515

（１） 11,000 33,000 48,000 46,000

（２） 117,310 101,134 116,662 120,107 123,667 127,347 147,835 146,716 134,149 117,346 89,099 69,213 54,542 46,285 40,749 32,443

（３）

（４）

（５） 3,000 33,000 48,000 46,000

（６） 2,494 1,651 3,428 637 2,151 3,269 2,072 2,072 2,072 2,072 2,072 2,072 2,072 2,072 2,072 2,072

（７）

２ (G) 119,804 119,796 124,803 132,195 129,179 152,890 156,265 154,271 141,741 124,976 99,841 149,532 166,302 147,664 48,566 40,297

（１） 9,700 6,467 8,141 12,088 5,512 25,543 8,430 7,555 7,592 7,630 10,742 80,319 111,760 101,379 7,817 7,854

（２） (H) 110,104 113,329 116,662 120,107 123,667 127,347 147,835 146,716 134,149 117,346 89,099 69,213 54,542 46,285 40,749 32,443

（３）

（４）

（５）

３ (I) △ 17,011 △ 1,713 △ 11,451 △ 3,361 △ 22,274 4,642 △ 5,483 △ 5,520 △ 5,558 △ 8,670 △ 12,247 △ 13,688 △ 7,307 △ 5,745 △ 5,782

(J) 7,159 △ 7,459 △ 26 18 762 △ 1,246 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3

平成27年度 令和10年度令和11年度令和12年度

収
　
益
　
的
　
収
　
支

収
益
的
収
入

総 収 益

営 業 収 益

料 金 収 入

受 託 工 事 収 益

そ の 他

令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度 令和8年度 令和9年度平成28年度平成29年度平成30年度令和1年度 令和2年度 令和3年度

資
　
本
　
的
　
収
　
支

資
本
的
収
入

資 本 的 収 入

地 方 債

う ち 資 本 費 平 準 化 債

営 業 外 収 益

他 会 計 繰 入 金

そ の 他

収
益
的
支
出

総 費 用

営 業 費 用

職 員 給 与 費

う ち 退 職 手 当

そ の 他

営 業 外 費 用

他 会 計 補 助 金

他 会 計 借 入 金

固 定 資 産 売 却 代 金

国 （ 都 道 府 県 ） 補 助 金

工 事 負 担 金

そ の 他

支 払 利 息

う ち 一 時 借 入 金 利 息

そ の 他

収 支 差 引 (A)-(D)

収 支 差 引 (F)-(G)

収 支 再 差 引 (E)+(I)

資
本
的
支
出

資 本 的 支 出

建 設 改 良 費

う ち 職 員 給 与 費

地 方 債 償 還 金

他 会 計 長 期 借 入 金 返 還 金

他 会 計 へ の 繰 出 金

そ の 他



様式第2号（法非適用企業） 投資・財政計画
（収支計画）

（単位：千円，％）
年　　　　　　度

区 分
平成27年度 令和10年度令和11年度令和12年度令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度 令和8年度 令和9年度平成28年度平成29年度平成30年度令和1年度 令和2年度 令和3年度

(K) 7 7 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3

(L) 818 7,970 504 475 490 1,249

(M)

(N) 7,970 504 475 490 1,249

(O) 7,970 504 475 490 1,249

(P) 7,970 504 475 490 1,249

(Q)
(Q)

(B)-(C)
(A)

(D)+(H)

(S) 100,238 100,733 103,527 105,554 101,499 104,040 110,902 111,302 111,994 111,824 125,260 125,323 125,387 125,451 125,516 125,583

（T)

(U)

(V)

(W)

(X)

○他会計繰入金 （単位：千円）

年　　　　　度

区 分

61,164 54,013 54,128 49,849 44,385 55,236 75,256 44,145 37,507 34,273 19,592 23,224 23,647 16,930 17,909 15,533

15,118 20,759 36,138 33,281 30,698 23,052 21,683 17,174 12,897 9,197 6,280 4,411 3,439 2,946 2,621 2,070

46,046 33,254 17,990 16,568 13,687 32,184 53,573 26,971 24,610 25,076 13,312 18,813 20,208 13,984 15,288 13,463

117,310 101,134 116,662 120,107 123,667 127,347 147,835 146,716 134,149 117,346 89,099 69,213 54,542 46,285 40,749 32,443

14,051 19,364 116,662 120,107 123,667 127,347 147,835 146,716 134,149 117,346 89,099 69,213 54,542 46,285 40,749 32,443

103,259 81,770
178,474 155,147 170,790 169,956 168,052 182,583 223,091 190,861 171,656 151,619 108,691 92,437 78,189 63,215 58,658 47,976

積 立 金

前年度からの繰越金

前 年 度 繰 上 充 用 金

形 式 収 支 (J)-(K)+(L)-(M)

翌 年 度 へ 繰 り 越 す べ き 財 源

実 質 収 支 黒 字

(N)-(O) 赤 字

赤 字 比 率 （ ×100 ）

収 益 的 収 支 比 率 （ ×100 ） 79 79 80 84

地方財政法施行令第16条第１項により算定した
資 金 の 不 足 額

(R)

55 52 54 57 64 7261 60 58 59 55 60

営 業 収 益 － 受 託 工 事 収 益 (B)-(C)
地 方 財 政 法 に よ る
資 金 不 足 の 比 率

((R)/(S)×100)

健全化法施行令第16条により算定した
資 金 の 不 足 額
健全化法施行規則第６条に規定する
解 消 可 能 資 金 不 足 額

平成27年度平成28年度

健全化法施行令第17条により算定した
事 業 の 規 模
健全化法第22条により算定した
資 金 不 足 比 率

(（T）/（V）×100)

他 会 計 借 入 金 残 高

地 方 債 残 高

う ち 基 準 内 繰 入 金

う ち 基 準 外 繰 入 金
合 計

令和11年度令和12年度

収 益 的 収 支 分

う ち 基 準 内 繰 入 金

う ち 基 準 外 繰 入 金

資 本 的 収 支 分

令和5年度 令和6年度 令和7年度 令和8年度 令和9年度令和10年度平成29年度平成30年度令和1年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度



グラフ凡例
当該団体値（当該値）

類似団体平均値（平均値）

令和元年度全国平均

※　法適用企業と類似団体区分が同じため、収益的収支比率の類似団体平均等を表示していません。

経営比較分析表（令和元年度決算）
福井県　永平寺町

業務名 業種名 事業名 類似団体区分 管理者の情報 人口（人） 面積(km
2
) 人口密度(人/km

2
)

94.43 195.28 ■

資金不足比率(％) 自己資本構成比率(％) 普及率(％) 有収率(％) 1か月20ｍ
3
当たり家庭料金(円) 処理区域内人口(人) 処理区域面積(km

2
)

法非適用 下水道事業 公共下水道 Cc2 非設置 18,440

処理区域内人口密度(人/km
2
) －

- 該当数値なし 39.32 93.51 2,530 7,223 1.65 4,377.58

　本町の公共下水道事業は、平成7年4月に供用を開
始し、25年が経過しているが、現状では管渠の更新
を実施する必要はない。
　ただし、令和6年度以降に公営企業法適用化を予
定しているため、固定資産台帳の整備を進めること
で現状の老朽化を把握し、適切な老朽化対策を進め
ていく。

2. 老朽化の状況

全体総括

　本町の公共下水道事業は、独自の処理場を持た
ず、中継ポンプ場から五領川浄化センターに圧送
し、処理委託することで事業費の抑制を図っている
ところである。
　しかし、見合いの料金収入も低い水準にあり、総
収益の大部分を一般会計繰入金に依存し、経営状況
は依然として脆弱な状況にある。さらに、料金収入
については人口減少等の影響から今後も増加するこ
とが見込めず、一方では施設の老朽化により修繕費
が増加する見通しとなるなど問題は山積している。
　令和2年度において各事業の経営戦略を策定し、
今後の経営状況を明らかにする予定でいる。その中
で施設等の更新についての詳細な検討を行うと同時
に資金状況を明らかにし、適正な料金算定を行うこ
とで経営健全化、事業効率化をより一層図ってい
く。

【】

分析欄

1. 経営の健全性・効率性 1. 経営の健全性・効率性について

　収益的収支比率は、100%を下回っており総収益の
大部分を一般会計繰入金に依存している状況であ
る。企業債の償還についても全て一般会計繰入金に
依存している。今後、料金収入による財源確保等の
経営改善に向けた取組みが必要である。
　経費回収率は、料金収入がほぼ横ばいに推移して
おり、100%を下回る状況に変わりがない。また、類
似団体平均値を下回る状況にも変わりがないため、
汚水処理費の抑制や料金収入の増加に努める必要が
ある。
　汚水処理原価は、類似団体平均と同程度である
が、今後も維持管理費の更なる削減に努めていく。
　施設利用率は、当町においては、五領川公共下水
道事務組合に汚水処理を委託しており、終末処理場
が無いため該当しない。
　水洗化率は、住宅新築・改築需要の増加により微
増傾向にある。今後も、公共下水道への接続を推進
し、水洗化率100%を目指す。

2. 老朽化の状況について
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②累積欠損金比率(％) ③流動比率(％) ④企業債残高対事業規模比率(％)

⑤経費回収率(％) ⑥汚水処理原価(円) ⑦施設利用率(％) ⑧水洗化率(％)

①有形固定資産減価償却率(％) ②管渠老朽化率(％) ③管渠改善率(％)
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【95.35】【59.64】【136.15】【100.34】

【0.22】
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